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○山井委員 二十五分間、質問させていただきます。 

 過労死ゼロ、働き方改革の質問をさせていただきたいと思いますが、冒頭、一、二問、年金の再委託のことにつ

いて質問をさせていただきたいと思います。 

 きょうも何人かの議員の方々、質問されましたけれども、中国に、五百万件の中国の業者に年金情報が流れた、

その中にマイナンバーも含まれているのではないか。それで、それに関してＩＢＭが調査結果を出した。前回の

私の質問も聞いてくださったと思いますが、ところが、この配付資料にもありますように、結論としては、振り仮

名と名前のみという結論が書いてあるんです、結論が。 

 ところが、その証拠、根拠、調査結果はないんです、この報告書に。それで、さらに聞くと、いやいや、実は名

前と振り仮名だけの画面があるんですと。その画面、じゃ、くださいと言ったら、その画面が出てきまして、配付

資料の十七にこの画面がありました。でも、これが証拠ですと言う割には、報告書にはこれは入っていないんで

すよ。つまり、これ、きっちりと、本当にマイナンバーが五百万人分、中国の業者に流れているかどうかというの

は、これはまだ確認できていないんじゃないんですか。 

 それに関して、きょうの理事会で、理事の方々の御尽力によってペーパーが出てまいりました。どういうペー

パーかといいますと、この配付資料の一番裏に書いてあります。つまり、きょう出てきた理事会に対する厚生労

働省年金局の回答では、こう書いてあるんですね。厚生労働省としては、日本年金機構を通じて、ＩＢＭの報告内

容を聴取している。ＩＢＭに、報告書に記載された結論を得るに至った根拠を改めて示していただいた上でと。

つまり、私が指摘したように、根拠が報告書に出ていないことは認めたわけです、厚生労働省は。 

 今回、ＩＢＭが行った実地監査や報告などのプロセスについて、第三者的な機関に、専門的な立場からもう一

度検証させるように指示していると。ということは、加藤大臣、厚生労働省として、名前と振り仮名以外が中国の

業者に流出している可能性があるという認識をされているから、改めて第三者的な機関に専門的立場からもう一

度検証させるというふうに指示しているということでよろしいですか。 

○加藤国務大臣 今、日本年金機構がセキュリティー支援事業者として日本ＩＢＭ株式会社に委託をして、ＳＡ

Ｙ企画からの再委託に基づき中国の関連事業者が昨年十月から十二月に実施したデータ入力作業を対象として調

査をしていただいている、そして、調査については、今委員御指摘のような、氏名と振り仮名以外の情報は再委託

先事業に渡されていなかったと。 

 ただ、その報告書の中には、具体的なその根拠が書いてないわけでありますけれども、私どもが年金機構から

聞いている話としては、ＳＡＹ企画に対して抜き打ちで行った特別監査において、申告書の画像データから氏名

部分を切り取る作業はシステム化されており、作成手順のヒアリング及び実際の作業工程を確認した、また、中

国の関連事業者に対する実地監査、これは一月の三十一日から二月の二日でありますが、入力作業用画面の提供

を受け、氏名部分のみの画像により入力を行っていたなどを確認したということを聞いておりまして、それをま

た根拠として先ほど申し上げた報告書になっているということなので、私どもも、第三者に改めて確認をすると

いう、確認をされていないことを確認をするというためには、ただ、その根拠となることをきちっと報告をして

いただかないと第三者の機関に諮ることができない、そういうことで、今委員お読みいただいた形で機構に対し

てＩＢＭからそうしたことを出していただいて、そして、その上で、第三者機関における確認をしてもらうべき

ではないか、こういうことを申し上げているところでございます。 

○山井委員 大事な答弁だと思います。 

 ということは、現時点においては厚生労働省も、中国の業者に氏名と振り仮名しか流れていない、そういう根

拠は確認できていないということでよろしいですか。 

○加藤国務大臣 いや、私どもは、だから先ほど申し上げた、今、報告書にはついておりませんけれども、機構か

ら聞いている話として、それらを踏まえて機構あるいはＩＢＭが出した結論について、氏名と振り仮名以外の情

報は渡されていなかったということ、それは一応受けとめてはおります。 

 ただ、その中で、いろいろ御議論がありますので、それを改めて確認する必要があるということで第三者機関



にお願いをする、そして、お願いするにしても、ＩＢＭがどういう、より細かい判断基準等々について出していた

だく、それが第三者機関で審査をしていただくことにおいても大事な条件になってくる、こういうことを申し上

げているわけであります。 

○山井委員 つまり、ここには根拠が全く入っていないから、現時点においてはこのＩＢＭの調査は不十分だと

認識しているということでよろしいですね。 

○加藤国務大臣 いや、不十分か十分かということではなくて、まずいろいろ聞いた限り、ＩＢＭの報告はそれ

として受けているわけでありますが、ただ、国民の皆さんからもいろいろ御懸念の話、また委員会等からもお話

を聞くものですから、改めてそれを確認する必要があるだろう、そういうことで今申し上げたところでございま

す。 

○山井委員 答弁になっていないじゃないですか。根拠は報告書に入っていない、根拠はないけれども、ＳＡＹ

企画やＩＢＭや中国の業者が言っているって。でも、そうしたら、何でこの報告書に根拠が書かれていないんで

すか。そういう甘い姿勢だからだめなんです。 

 とにかく早急に再調査して、次回の理事会でこの結果を早急に言ってください。というのは、これは対外的に

は、五百万件は、マイナンバーは流れていないというふうに皆さんおっしゃっていたんですから。それがまだ確

認できていないということになれば、これは前提が崩れますからね。理事会で、次の理事会にはちゃんとファイ

ナルアンサー、マイナンバーが中国に流れていたのか流れていなかったのか、はっきりと出してください。 

 委員長、お願いします。 

○高鳥委員長 次回の理事会に提出するかどうかというのは、委員長が決めることではないと思います。（山井委

員「委員長、協議してください」と呼ぶ）後刻、協議はいたします。 

○山井委員 この問題も非常に深刻な問題ですが、次、重要な働き方改革の議論をしたいと思います。 

 この働き方改革に関しても、議論が非常に問題だと思うんですね。 

 野村不動産の過労死が起こりました。新聞の報道でも報じられておりますし、新聞の取材に対して、野村不動

産も過労死が起こったということを認めております。にもかかわらず、厚生労働省、厚生労働大臣は、まだ過労死

の野村不動産の事実を認めておりません。 

 それで、特別指導をやって、六百人が裁量労働制の違法であったということで特別指導したけれども、その資

料を出してくれと言うと、この黒塗りであったわけですね。さらに、理事会において、どういう理由で黒塗りにな

っているのかと聞くと、きょうの配付資料にもありますけれども、個人情報が入っているのか入っていないかと

いうことに関しても答えられないということであります。でも、これはやはり過労死を隠蔽しているのではない

かというふうに私は思えてならないわけであります。 

 そこで、質問通告していますので、お聞きしたいと……（発言する者あり）田村さん、毎回しゃべるの、やめて

ください、本当に。やめてくださいよ、もう。過労死の質問をしているときに何で大声でしゃべるんですか。（発

言する者あり） 

○高鳥委員長 御静粛に願います。 

 質問を続行してください。 

○山井委員 いや、本当、人の命がかかっている審議をするときに、やめていただきたい。 

 それで、是正勧告をされていたというふうに聞いているんですけれども、十二月二十六日の勝田労働局長が記

者会見で、是正勧告をされていた、是正勧告を野村不動産にしたということを発言をされておられます。これは

事実でよろしいですか、加藤大臣。 

 とめてください。通告もしていますから、とめてください。時間もったいないから、とめてください。 

○高鳥委員長 速記をとめてください。 

    〔速記中止〕 

○高鳥委員長 速記を起こしてください。 

 加藤厚生労働大臣。 

○加藤国務大臣 今の御指摘、一度確認させていただきますが、十二月二十六日の記者会見で東京労働局長が、



野村不動産へ是正勧告があったことについて触れているかという御質問。（山井委員「そうです」と呼ぶ） 

 会見、私が持っているペーパーでは、会見において是正指導という言葉は触れてはいないというふうに認識し

ています。 

○山井委員 けさの記者会見でも、是正勧告ということについて認めたというふうに、私、聞いておりますよ。質

問通告もしていますから、答えてください。 

○加藤国務大臣 記者会見でもそうした発言はされていないというふうに聞いております。 

○山井委員 是正勧告について、けさの記者会見でも発言があったと私は聞いていますが、けさの記者会見でも。 

 そうしたら、東京労働局長が野村不動産の是正勧告について認めたということはないということですね。これ

は本当に大事なことですから、ないならないで、本当に責任持って答弁してくださいよ。 

○加藤国務大臣 責任を持てと言っても、その記者会見に、私、同席していませんので、手元にあるこのコピーを

ベースにしか物が言えないわけですから、その範囲であることをお断りさせていただきたいと思います。（発言す

る者あり） 

 だから、今来ている、ここへ来ている、その会見の一部の資料しかないということを申し上げているので。 

○山井委員 いや、だから事前に質問通告しているんですから、ちょっととめてください。それでは何のために

質問しているか、私、わからないじゃないですか。ちょっととめてくださいよ。 

○高鳥委員長 速記をとめてください。 

    〔速記中止〕 

○高鳥委員長 速記を起こしてください。 

 山井和則君。 

○山井委員 今、理事の方が協議してくださいましたので、また後刻質問させていただきたいと思いますが、少

しだけ言いますと、この黒塗りに対する配付資料が出てきたのも、けさの朝の理事会です。さらに、そういう、東

京労働局長が十二月二十六日、そしてけさの記者会見で是正勧告をということを野村不動産に対してしたという

ことを認めたのではないかという話を聞いたのも、けさの記者会見の後です。ですから、そういう意味で、当然、

きょうの質問の前に、私は、シンプルなファクトだから確認していただきたいと言ったわけで、電話一本してい

ただいたらいいのになというふうなことを思うわけであります。 

 なぜここまでこだわるかというと、隠しているんじゃないかというふうに私は思うからです。 

 例えば、きょうの配付資料の中にもありますけれども、過去にも、過労死のことを答弁しているケースがある

んですね。九ページ、平成十五年三月二十五日、このときは、八ページにありますが、ダヴオスという販売会社で

二十四歳の方が過労死をしてしまわれました。そのニュースがＮＨＫニュースで流れた。 

 それを受けて、沢たまき参議院議員が質問をされておられます。九ページにあります。先週の水曜日に、東京労

働基準監督署が二十四歳の社員が過労死したことに関して労災認定をし、上司を書類送検したことが報道されて

おりましたと。これに関して政府参考人は、二十四歳の会社員の方が自殺したことにつきまして、御遺族から労

災の申請がございました、中身はプライバシーに関することなので省略、業務上であるということで労災認定さ

れたというふうに、労災や過労死のことを厚労省は認められないとおっしゃっているけれども、このように認め

たケースがあるのではないかと私は思うわけです。 

 さらに、きょうは総務省にお越しをいただいております。これは、個人情報保護法のみならず、情報公開法によ

ると、個人情報はあるものの、その情報開示が公益上、公益がまさるというときには開示できる、そういう項目が

あります。総務省の参考人、御説明ください。 

○堀江政府参考人 情報公開法第七条は、開示の請求の対象となる行政文書に、法第五条各号の不開示情報に該

当する情報が記録されている場合であっても、行政機関の長が公益上特に必要があると認めるときはその行政文

書を開示することができるとする、いわゆる公益裁量開示という定めを置いております。 

 これは、不開示情報に該当する情報であっても、それぞれの行政分野を所管する各行政機関の長の高度の行政

的な判断により、その行政文書を公にすることについて、不開示とすることにより保護すべき利益を上回る公益

上の必要性があると認める場合には開示することができるという規定でございます。 



○山井委員 私は、今回は、この規定に当たるんじゃないかというふうに思うんです。なぜならば、働き方改革あ

るいは裁量労働制の中で過労死がふえるのかどうかというのは、これはもう国民的な心配なんです。それで、こ

の六百人の違法な裁量労働制の中で、そして、かつ、高橋議員や西村さんに対しても、しっかり監督指導している

と厚生労働省が胸を張っておっしゃったモデルケースにおいて過労死が起こったのかどうか、もしかしたら、野

村不動産に対するその調査自体が、過労死があってから調査になったのかどうかということは非常に重要なこと

であって、今後の私たちの、過労死をゼロにするための議論に非常に重要なんですね。 

 それで、私は、この情報公開法、情報開示請求もしております。そのうち、黒塗りの資料が改めて正式に来るん

ですけれども、それに対しては、この配付資料にもありますように、異議申立てということもできます、十一ペー

ジにありますように。 

 私は、やはり公益裁量開示ということに該当するのではないか。なぜならば、過労死が明らかにならないと、な

ぜ起こったのか、どうしたら予防できるのかということを国会でも議論できないんですね。 

 それで、今回、野村不動産で過労死が起こったということは、新聞で報道されて、野村不動産も認めて、それを

コメントで認めて、誰もが知っている。それを、厚生労働省だけがいまだに、野村不動産で過労死があったことは

言えません、真っ黒ですというのは、私は、これは本当に過労死の対策を、ある意味でブレーキをかけてしまって

いることになるのではないかと思います。 

 ですから、私は、もし私のやっている情報開示請求でも不開示という決定が来たら、ここにあります審査請求

を、総務省の情報公開・個人情報保護審査会に対してさせていただきたいと思っております。 

 さらに、今までのケースでも、ダイオキシンの被害などについて個人情報を開示したケースが厚生労働省はあ

ります。そのときも、ここにありますように、開示することが公益にかなうということであったわけであります。 

 ですから、加藤大臣、これは加藤大臣の裁量でできることですので、ぜひとも、やはりここで、この野村不動産

で過労死が起こったのかどうかということは、非常にやはりこれは重大なことなんですね。このことはもうオー

プンにもなっているわけですから個人情報でもないと思いますので、ぜひ、労災認定、労災申請、過労死があった

かどうか、そういうことぐらい開示をしていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○加藤国務大臣 一つは、特別指導になった背景はるる説明をしているところでありまして、実際、監督指導に

入り、そしてそこで全社的に、そして大量な形で本来裁量労働が適用できない、その実態を踏まえて特別指導を

行った、これが全てでありますから、別にその脈略の中で、今おっしゃっているようなこと、個別のことについて

申し上げるわけにはいきませんけれども、ファクトとしては、特別指導のファクトはそこにあるということをこ

れまでも御説明させていただいているわけであります。 

 他方で、今、労災の話がありました。年間、それぞれ、過労自死も入れれば、二百人近い方が亡くなっておられ

る。これはしかも認定された部分だけですから、実際、更にいろいろな議論があるんだろうと思います。それに対

して、私どもはそれをなくすべく最大限努力していく、これは当然のことだと思います。 

 ただ、じゃ、それを議論するときに、今委員の御指摘から見れば、あらゆるものを全部出してこなければ……

（山井委員「そんなこと言っていません」と呼ぶ）いやいや、見てこなければ分析できないじゃないんですか。だ

から、それはやはり、むしろ、そうではなくて、それはそれとして議論しながら、いかにそれを防ぐかということ

を我々は議論しながらしていく必要がある。 

 ただ、やはり労災の申請とか認定とかについては、すこぶる個人情報という部分がありますし、これまでもそ

うやって対処してきたわけでありますから、そこの姿勢というのはしっかり検証していく必要があるというふう

に考えております。 

○山井委員 私は、一般ルールを変えようと言っているんじゃないんですよ。特別指導という史上初のことをや

って、それで企業名も公表している、そこまで特別なことをやって、今、裁量労働制の拡大を政権もしようとした

わけじゃないですか。そこで過労死が起こったかどうかぐらいは、特別指導で企業名まで公表しているんですか

ら、大臣の裁量で公表できるんですよ、今の公益裁量開示の項目を使えば。そのことを言っているわけです。 

 でも、皆さん、おかしいと思いませんか。史上初めて、悪質だからということで野村不動産に特別指導をやっ

た。でも、三ページを見てください。その経緯、経緯が真っ黒なんですよ。そんな悪質な特別指導に対して、なぜ



経緯を国民が知ることができないのか。さらに、次のページの、特別指導についての三ページ目、理由一、何で特

別指導をやったか、理由一が黒塗り。これはおかしいと思いませんか。 

 ここまで大問題が起こった経緯は黒塗り、特別指導を史上初めてやった悪質性の理由も黒塗り。でも、私は、こ

れははっきり言って過労死だと思いますよ。過労死だと思いますよ。やはりそういうことは国民は知る権利があ

るんじゃないんですか。ですから、これについて、ぜひ開示していただきたい。 

 それで、時間も限りがありますので、次の質問に入ります。 

 こういう、私は過労死隠しではないかと。ぜひ開示していただきたい。 

 そして、昨日、自民党で働き方改革の法案の修正案が何か了承されたということを聞いておりますが、私は本

当にとんでもないことだと思っております。 

 聞くところによりますと、結局、附則に、中小企業の配慮について、行政官庁は、当分の間、中小事業主に対し

助言及び指導を行うに当たっては、中小企業における労働時間の動向、人材の確保の状況、取引の実態その他の

事情を踏まえて行うよう配慮するものとすると。 

 これは骨抜きじゃないですか。大企業と中小企業とで何で人の命が変わるんですか。大企業は百時間以上で過

労死するけれども、過労死ラインですよ、中小企業の人は過労死しないんですか。とんでもない改悪だと思いま

す。私たちは百時間でさえ長過ぎると思っている。きょうも過労死の御家族の方が来られていますけれども、こ

れで過労死がまたふえてしまうと大変なショックを受けておられます。 

 大臣、こういう附則を入れるということは、大企業と中小企業の指導において差をつけるということになるん

じゃないんですか、いかがですか。 

○加藤国務大臣 まず一つは、まだ党の中では、自民党のプロセスとして、まだ部会ということなので、最終的な

決定に至っていないということ、これを前提にお話をさせていただきたいと思いますけれども、別に、前、たしか

山井委員に申し上げましたけれども、法律の適用そのものから除外するとかいうことは全く考えていないわけで

あります。 

 ただ、実際の指導等に当たっては、やはり、要するに、何が大事なのかといえば、それぞれ企業において長時間

労働等がなくなるようにしていく、これが私たちの目的なわけでありますから、それに向かって、どういうやり

方がいいのか、それにおいては、それぞれ、大企業、中小企業においても違うかもしれない、中小企業の中におい

ても違うかもしれない。そういった差異を見ながら、大事なことは、パニッシュメントを与えればそれで済むと

いうことではなくて、その企業で働き続ける方がよりいい労働条件の中でいかに働いてもらえるようにするか、

それを私たちは考えていかなきゃいけないんだろうというふうに思います。 

 そういった観点から自民党の中で議論があって、こういったことが今挙げられている、こういうふうに理解を

しております。 

○山井委員 こんなものを労働基準法に入れて、違法だけれども指導は手かげんします、大目に見ます、それで

過労死が起こりました、そんなの、人の命にこれはかかわっているんですよ。 

 結局、大企業と中小企業の指導に差をつける、これは本当に、かつ、取引の実態とか、加藤大臣、労働基準監督

署の職員、取引の実態なんかどうやって調査するんですか、お答えください。 

○高鳥委員長 申合せの時間が経過しておりますので、御協力願います。 

○加藤国務大臣 いや、これはこれまでも、中小企業に対する対応として、やはり下請関係がある、そういったこ

とを踏まえた場合には、例えば中小企業庁とも連携しながら対応する、そういった取組もさせていただいている

わけでありますから、そういった意味において、それぞれの取引の状況等、それを聞きながら、先ほど申し上げて

いますけれども、大事なことは、では、どうやったら長時間が是正できるのか、どうやったら労働条件がよりよく

していくのか、やはりそこに向けて、我々、監督指導の中においても当然企業と一緒になってそれに取り組んで

いく、それは大事なことじゃないかというふうに思います。 

○山井委員 もう終わらせていただきますが、結局、こういうことを法文に書くということは、明確に、現場の労

働基準監督署職員も萎縮して、ああ、中小企業はもうこれで指導できないということだなと。これは本当に大変

なことですよ。骨抜き。まだ決まっていないとおっしゃるけれども、だから、決まる前に言っているんじゃないで



すか。絶対こんな骨抜きはやめてくださいよ。中小企業の方々の労働者の命を何と考えているんですか。 

 それに、最後に申し上げますが、とにかく働き方改革は与野党関係なく円満に合意してやるべきものですから、

まさか強行採決をして、労働者の方や過労死の御家族の方々の反対を押し切って強行採決するなんてことは絶対

にやめていただきたいということを強く言って、質問を終わります。 

 ありがとうございます。 


